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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　物体と電極の間に生じる静電容量の変化に基づき、非接触で前記物体の接近距離を検出
する静電容量型近接センサとしての機能と、外力に応じた磁性体の変位による磁界の変化
を磁気センサで検知することで、前記外力の大きさを検出する磁気式触覚センサとしての
機能とを有する近接触覚センサであって、
　前記電極は、導電性を有する剛体により形成され、
　前記磁性体は、前記磁界の変化を前記磁気センサで検知可能に前記電極に一体的に取り
付けられ、
　前記電極及び前記磁性体の外側に配置され、前記磁気センサでの磁界の変化の検知を阻
止しない材料からなる弾性体により形成されるフォームを備えたことを特徴とする近接触
覚センサ。
【請求項２】
　前記フォームは、その弾性変形に伴って前記電極及び前記磁性体が変位可能になるよう
に、これら電極及び磁性体を内包することを特徴とする請求項１記載の近接触覚センサ。
【請求項３】
　物体との間に生じる静電容量の変化に基づき、非接触で前記物体の接近距離を検出する
静電容量型近接センサとしての機能と、外力に応じた磁界の変化に基づき、前記外力の大
きさを検出する磁気式触覚センサのとしての機能とを有する近接触覚センサであって、
　前記接近距離や前記外力の大きさに対応して電気信号を発生させる本体部と、前記電気
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信号から前記接近距離や前記外力の大きさを求める検出部とを備え、
　前記本体部は、導電性を有する剛体により形成された電極と、当該電極に一体的に取り
付けられた磁性体と、これら電極と磁性体の外側に配置されたフォームと、前記磁性体と
の間の磁界の変化を検知可能に配置された磁気センサとを備え、
　前記フォームは、前記磁気センサでの磁界の変化の検知を阻止しない材料からなる弾性
体により形成され、
　前記検出部は、前記電極の静電容量の変化から前記接近距離を求める近接センシング部
と、前記磁気センサの検知に基づいて、前記フォームに作用した前記外力を求める外力セ
ンシング部とを備えたことを特徴とする近接触覚センサ。
【請求項４】
　前記近接センシング部では、前記物体が前記フォームに非接触のときに、前記接近距離
が検出される一方、前記外力センシング部では、前記フォームに外力が作用したときに、
当該フォームの弾性変形に伴って前記電極と一体的に移動する前記磁性体の変位に基づい
て、前記外力の大きさが検出されることを特徴とする請求項３記載の近接触覚センサ。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、近接センサ及び触覚センサの双方の機能を有し、必要最小限のセンサ数で広
範囲における物体との近接状況と作用した外力の双方の検知を可能にする近接触覚センサ
に関する。
【背景技術】
【０００２】
　人間と共存しながら作業するロボットの動作制御においては、安全性等の観点から、ロ
ボットの周囲の環境中に存在する人間等の物体との接近距離の把握が必要であるとともに
、当該物体が接触した際の外力を検知する必要がある。例えば、ロボットのアーム等の可
動部とその周囲に存在する人間との接近距離を検知し、当該人間への衝突を事前に回避す
るロボットの動作制御が考えられる。また、人間が不意にロボットに衝突した場合に、そ
の外力を検出し、当該外力の大きさに応じて人間に与える衝撃を軽減するロボットの動作
制御も考えられる。
【０００３】
　ところで、物体との近接状況を検知する近接センサとしては、物体と電極の静電容量の
変化に基づき、物体との接近距離を非接触で検出する静電容量型近接センサが知られてい
る（例えば、特許文献１，２参照）。
【０００４】
　また、外力を検知する触覚センサとしては、外力の作用による磁界の変化を利用した磁
気式触覚センサが知られている（例えば、特許文献３参照）。この磁気式触覚センサは、
内部に磁石が設けられた弾性体と、磁石によって発生する磁界の状態を検知する磁気セン
サとを備え、弾性体に外力が付与されると、弾性体の変形に伴って磁石が変位することに
よる磁気センサとの間の磁界の状態変化から、作用した外力の大きさを検出するようにな
っている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２０１４－１６７４１５号公報
【特許文献２】特開２０１５－９４５９８号公報
【特許文献３】特開２００４－３２５３２８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　前述のように、人間と共存するロボットの動作制御を行うためには、安全性等の観点か
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ら、ロボットの表出部分の全てに前記近接センサや前記触覚センサを配置する必要がある
。しかも、物体との近接状況や外力を精度良く検出するには、センサを構成する素子や基
板の数がどうしても増大してしまい、ロボットの軽量化を阻害する要因となる。また、特
許文献１，２の構造の静電容量型近接センサが配置されたロボットの表出部分には、特許
文献３の構造の磁気式触覚センサを配置することができず、逆に、当該磁気式触覚センサ
が配置されたロボットの表出部分には、前記静電容量型近接センサを配置することができ
ない。このため、センサが配置されるロボットの表出部分のうち、近接状況を検知できな
い領域と外力を検知できない領域とが交互に生じることになり、安全性を考慮したロボッ
トの動作制御を正確に行うための状態計測が不十分となる。
【０００７】
　本発明は、このような課題に着目して案出されたものであり、その目的は、センサを構
成する素子や基板を最小限とし、同一の設置領域において、物体との近接状況を非接触で
検出できるとともに、物体が接触した際の外力を検出することができる近接触覚センサを
提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　前記目的を達成するため、本発明は、主として、物体と電極の間に生じる静電容量の変
化に基づき、非接触で前記物体の接近距離を検出する静電容量型近接センサとしての機能
と、外力に応じた磁性体の変位による磁界の変化を磁気センサで検知することで、前記外
力の大きさを検出する磁気式触覚センサとしての機能とを有する近接触覚センサであって
、前記電極は、導電性を有する剛体により形成され、前記磁性体は、前記磁界の変化を前
記磁気センサで検知可能に前記電極に一体的に取り付けられ、前記電極及び前記磁性体の
外側に配置され、前記磁気センサでの磁界の変化の検知を阻止しない材料からなる弾性体
により形成されるフォームを備える、という構成を採っている。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明によれば、静電容量型近接センサ及び磁気式触覚センサの機能を兼ね備え、同一
の設置領域において、物体との近接状況を非接触で検出できるとともに、物体が接触した
際の外力を検出することができる。また、静電容量型近接センサでの検知に利用される電
極が、磁性体の支持部材としても利用され、柔軟性を有する表層部分のフォームに外力が
作用したときに、フォームの弾性変形を伴って電極のどこかの部分に外力が伝達される。
このため、電極の一領域に磁性体を配置し、当該磁性体と外力の伝達部分とが離れた場所
にあっても、電極の剛性による変位を利用して、磁性体を変位させることができ、フォー
ム内での外力の吸収による磁性体の変位の影響を軽減することができる。従って、磁性体
や磁気センサを含む基板等の構成数やサイズを最小限にして、広範囲の外力の検出が可能
になり、本センサが搭載されるロボット全体の軽量化に寄与することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】本実施形態に係る近接触覚センサの概略構成図。
【図２】前記近接触覚センサの本体部の概略分解斜視図。
【図３】（Ａ）、（Ｂ）は、外力伝達の補助部材として電極を利用した本発明の効果を説
明するための模式図。
【図４】前記近接触覚センサが複数設置された状態を表す概略構成図。
【図５】変形例に係る近接触覚センサの概略構成図。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　以下、本発明の実施形態について図面を参照しながら説明する。
【００１２】
　図１には、本実施形態に係る近接触覚センサの概略構成図が示され、図２には、前記近
接触覚センサの本体部の概略分解斜視図が示されている。これらの図において、前記近接
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触覚センサ１０は、図示しないロボットアームの表面部位等の検出対象部位について、人
間等の物体との接近状態を非接触で検出可能な近接センサとしての機能と、検出対象部位
に外力が作用したときに、当該外力の作用状態を検出可能な触覚センサとしての機能とを
有している。
【００１３】
　すなわち、この近接触覚センサ１０は、前記検出対象部位に取り付けられて物体との接
近距離や前記外力の大きさに対応した電気信号を発生させる本体部１１と、本体部１１に
デジタルバス等を介して電気的に繋がり、前記電気信号から前記接近距離や前記外力の大
きさを求める検出部１２とを備えている。
【００１４】
　前記本体部１１は、導電性を有する剛体により形成された平面視ほぼ方形板状の電極１
４と、電極１４の図１中下面のほぼ中央となる一領域に固定された磁性体１５と、電極１
４と磁性体１５の外側に配置されるフォーム１６と、磁性体１５の図１中下方に配置され
、磁性体１５との間の磁界の変化を検知する磁気センサ１７とを備えている。
【００１５】
　前記磁性体１５は、特に限定されるものではないが、直方体状若しくは立方体状をなす
永久磁石によって構成されている。なお、この磁性体１５としては、磁気センサ１７との
間に所定の大きさの磁界を発生させることができる限りにおいて、種々の磁性体や磁界発
生装置を用いることもできる。
【００１６】
　前記フォーム１６は、磁気センサ１７での磁界の変化の検知を阻止しない材料からなる
導電性をほぼ有しない弾性体によって形成されており、図１中上下方向に積層された第１
及び第２のフォーム１６Ａ，１６Ｂからなる。これらフォーム１６Ａ，１６Ｂは、特に限
定されるものではないが、ウレタンフォームやシリコンフォーム等により形成されている
。同図中上側に位置する第１のフォーム１６Ａは、直方体状若しくは立方体状の外形をな
し、電極１４及び磁性体１５を内包するようになっている。すなわち、第１のフォーム１
６Ａの中央部分には、その平面サイズよりもやや小さい平面サイズを有する電極１４と、
電極１４に一体的に取り付けられた磁性体１５とが埋設されている。図１中下側に位置す
る第２のフォーム１６Ｂは、磁気センサ１７の外側を囲むように配置されている。なお、
本実施形態では、第１のフォーム１６Ａの図１中上下方向の高さである厚みが、第２のフ
ォーム１６Ｂよりも大きく設定されているが、逆に、第１のフォーム１６Ａよりも第２の
フォーム１６Ｂの方を厚く設定しても良い。また、第１のフォーム１６Ａのうち、電極１
４を挟んで上側部分と下側部分の厚みや材料を相互に変えても良い。また、同上側部分を
磁性体１５よりも薄く設定することも可能である。つまり、後述する作用を奏する限りに
おいて、磁性体１５及び第１のフォーム１６Ａ，１６Ｂの厚みを含むサイズは、図示例に
限定されず、種々のバリエーションを採ることができる。
【００１７】
　前記磁気センサ１７は、ホール素子や磁気抵抗素子等からなる磁気検出用素子１９と、
磁気検出用素子１９が電気的に接続された基板２０とを含む公知の構成のものが採用され
ており、第１のフォーム１６Ａを介した磁性体１５との間の磁界の大きさに対応する電気
信号に変換する構造となっている。なお、磁気検出用素子１９は、後述するように、本体
部１１に作用した直交３軸方向（図２中ｘ、ｙ、ｚ軸方向）の外力の大きさをそれぞれ検
出可能にするため、３箇所以上に設けられており、図１及び図２等においては、それらを
まとめて１つの立方体で図示している点、了承されたい。
【００１８】
　前記検出部１２は、電極１４に電気的に接続され、非接触の物体との接近距離を求めて
当該接近距離に対応する電気信号を生成する近接センシング部２２と、磁気センサ１７に
電気的に接続され、磁気センサ１７からの電気信号に基づいて、第１のフォーム１６Ａに
作用した外力を求めて当該外力に対応する電気信号を生成する外力センシング部２３とを
備えている。
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【００１９】
　前記近接センシング部２２では、電極１４と非接触の物体との間に生じる静電容量の変
化に基づき、当該物体の接近距離を検出可能な静電容量型近接センサによる公知の手法に
よって、非接触の物体との接近距離が検出される。
【００２０】
　前記外力センシング部２３では、第１のフォーム１６Ａに外力が付与されたときに、外
力の大きさに応じた第１のフォーム１６Ａの弾性変形により、電極１４に一体化された磁
性体１５が変位し、その変位状態に応じて前記直交３軸方向の外力を求めるようになって
いる。すなわち、ここでは、３箇所以上に設けられた磁気検出用素子１９により、磁性体
１５との離間距離に対応してそれぞれ検知される磁界の大きさから、予め記憶された数式
等からなる公知のアルゴリズムを利用して、図２中ｘ、ｙ軸方向の外力であるせん断力と
同図中ｚ軸方向の外力である押圧力とを算出するようになっている。
【００２１】
　以上の構成によれば、前記近接触覚センサ１０は、物体が第１のフォーム１６Ａに接触
していない状態では、静電容量型近接センサとして機能し、物体との接近（離間）距離を
非接触で検出でき、人間を含めた何等かの物体が第１のフォーム１６Ａに接触して外力が
付与されると、磁気式触覚センサとして機能し、前記直交３軸方向の外力の大きさを検出
することができる。その結果、前記本体部１１が設置された前記検出対象部位においては
、物体の非接触時における接近状態と物体の接触時における外力の作用状態の双方を検知
することができ、接近状態及び外力の作用状態の何れかの非検知領域を無くすことができ
る。
【００２２】
　また、電極１４は、近接センサとして利用する際の検出用電極として機能する他に、触
覚センサとして利用する際に、磁気センサ１７に相対配置される磁性体１５の支持体とし
ても利用され、外力の大きさに対応した第１のフォーム１６Ａの変形を磁性体１５に伝達
し易くする外力伝達補助部材として機能させることができる。すなわち、電極１４は、所
定の剛性を有しているため、電極１４のない図３（Ａ）の構成に比べ、同図（Ｂ）に示さ
れるように、例えば、第１のフォーム１６Ａの表面の周縁側に外力（図３各図中の矢印部
分参照）が作用したような場合に、電極１４の変位を利用して第１のフォーム１６Ａの中
央側に位置する磁性体１５を変位させ易くすることができる。従って、僅かな大きさの外
力が作用した場合や、磁性体１５から離れた位置で外力が作用した場合でも、図３（Ａ）
の構成に比べ、磁性体１５の変位が発生し易くなり、外力の大きさを検出し易くなる。そ
の結果、磁性体１５や磁気センサ１７の数やサイズを最小限にすることができ、少ないセ
ンサ数で、より広範な領域の検出が可能になり、近接触覚センサ１０が設置されるロボッ
ト等の軽量化に寄与することができる。
【００２３】
　なお、近接触覚センサ１０を複数の検出対象部位に設置する場合には、図４に示される
ように、検出部１２が一つのままで本体部１１を複数連結すればよい。この場合、各電極
１４が電気的に接続されるとともに、各基板２０がデジタルバス等で電気的に接続される
ことになる。この設置例によれば、少ない配線で、より広範囲における物体の接近状態と
外力の作用状態の検出が可能である。なお、図４では、図面の錯綜を回避するため、隣り
合う本体部１１間に隙間が存在する状態になっているが、当該隙間を殆ど設けずに、隣り
合う本体部１１同士をほぼぴったり接触させた状態で連結することもできる。
【００２４】
　また、前記電極１４は、前記実施形態の形状及び構成に限らず、所定の剛性を有し、且
つ、静電容量型近接センサの電極として機能させることができる限り、種々の形状及び構
成を採用することができる。例えば、静電容量の検出精度を高めるために電極１４の表面
を凹凸形状にすることができる。また、ノイズや浮遊容量を低減させる構成を採用しても
良い。この構成としては、図５に示されるように、検出用電極として機能する前記電極１
４の同図中下方に対向配置されるシールド電極２５を設け、近接センシング部２２の基板
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構成を変えることで、ノイズ軽減等の対策を行うことができる。この場合、シールド電極
２５をグランドに接続する公知の態様や、電極１４とシールド電極２５に同相の交流電圧
を印加することで各電極間での電位差を無くす公知の態様を例示できる。なお、図５にお
いては、検出用電極として機能する電極１４とシールド電極２５との間に第１のフォーム
１６Ａが介在しているが、この態様に限らず、導電性を有しない他の材料からなる部材を
介在させることもできる。
【００２５】
　更に、前記実施形態では、直交３軸方向の外力の大きさの検出を行う場合を図示説明し
たが、本発明はこれに限らず、最低限、１軸方向の外力の大きさの検出を行えるように、
磁気センサ１７や外力センシング部２３を構成することも可能である。
【００２６】
　また、前記基板２０に、温度センサや加速度センサ等の他のセンサを更に配置すること
もでき、近接触覚センサ１０をマルチモーダルセンサとして機能させることも可能である
。
【００２７】
　その他、本発明における装置各部の構成は図示構成例に限定されるものではなく、実質
的に同様の作用を奏する限りにおいて、種々の変更が可能である。
【符号の説明】
【００２８】
　１０　近接触覚センサ
　１１　本体部
　１２　検出部
　１４　電極
　１５　磁性体
　１６　フォーム
　２２　近接センシング部
　２３　外力センシング部
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